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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

中間連結会計期間
第71期

中間連結会計期間
第70期

会計期間

自2023年
　４月１日
至2023年
　９月30日

自2024年
　４月１日
至2024年
　９月30日

自2023年
　４月１日
至2024年
　３月31日

売上高 （千円） 20,372,664 21,580,806 43,344,948

経常利益 （千円） 1,169,372 919,493 2,273,985

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 844,664 601,276 1,606,815

中間包括利益又は包括利益 （千円） 939,862 558,629 1,778,472

純資産額 （千円） 13,678,307 14,820,355 14,447,795

総資産額 （千円） 25,929,245 30,169,064 30,588,887

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 385.16 276.31 732.53

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.8 49.1 47.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 623,975 2,278,311 △1,932,187

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,269,400 △282,973 △1,345,189

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △156,143 △204,207 △227,958

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 7,733,345 6,820,710 5,029,579

 

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、コロナ禍明け後の雇用・所得環境の改善等により個人消費の長期

低迷が収まり、インバウンド需要の回復等も加わって、景気は総じて緩やかな回復基調で推移し、ようやく長期

デフレ経済から抜け出しつつあります。

　一方、円安によるエネルギー価格や原材料価格の上昇等に因る物価高に加え、外国為替市場の不安定基調や地

政学リスクの高まりなどの懸念材料も多く、景気の先行きは不透明感を拭いきれない情勢下にあります。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、受注環境は公共投資・民間投資ともに引き続き

底堅く推移しているものの、収益環境は建設資材価格の高止まりや人手不足による輸送費・労務人件費の上昇に

「建設業の2024年問題」への対応コストの増加等も加わり、収益の下押し圧力は依然として強まる状況が続いて

います。このため当業界の今後の業績動向は押し並べて楽観視できない状況下にあります。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は売上高につきましては21,580百万円（前年同期比

5.9％増）となりました。損益面では、営業利益860百万円（前年同期比24.4％減）、経常利益919百万円（前年

同期比21.4％減）、親会社株主に帰属する中間純利益601百万円（前年同期比28.8％減）となりました。

　当中間連結会計期間末の総資産は、現金預金、不動産事業支出金が増加しましたが、受取手形・完成工事未収

入金等が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ419百万円減の30,169百万円となりました。負債は、未

成工事受入金が増加しましたが、支払手形・工事未払金、未払法人税等が減少したこと等により前連結会計年度

末に比べ792百万円減の15,348百万円となりました。

　なお、純資産は前連結会計年度末に比べ372百万円増の14,820百万円となり、自己資本比率は49.1％となりま

した。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりです。

　（建築事業）

　完成工事高は17,319百万円（前年同期比25.8％増）、営業利益は1,462百万円（前年同期比84.3％増）とな

りました。

　（土木事業）

　完成工事高は3,665百万円（前年同期比5.7％減）、営業利益は209百万円（前年同期比9.1％減）となりまし

た。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は596百万円（前年同期比78.0％減）、営業損失は1百万円（前年同期は880百万円の営

業利益）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は6,820百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は2,278百万円（前年同期は623百万円の獲得）となりました。これは主に売上

債権の減少、未成工事受入金の増加等によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は282百万円（前年同期は1,269百万円の使用）となりました。これは主に有形

固定資産の取得等によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は204百万円（前年同期は156百万円の使用）となりました。これは主に配当金

の支払いによるものです。

(3）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は14百万円です。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、市場動向、資材及び労務の動向、工事に起因する

事故・災害、疫病の蔓延等があります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更

はありません。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

1）資金需要

　当社グループにおける資金需要は主に運転資金需要があります。運転資金需要のうち主なものは、当社グルー

プの建設業に関わる材料費、労務費、外注費及び現場経費等の工事費用並びに不動産事業に関わる土地、建物等

の取得費用があります。また、各事業に共通するものとして販売費及び一般管理費等の営業費用があります。そ

の他に社員寮、社宅等の整備の設備投資需要としまして、固定資産購入費用があります。

　2）財務政策

　当社グループは現在、運転資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した内部資金を充当し、不足が

生じた場合は金融機関からの短期借入金で調達を行っています。金融機関には十分な借入枠を有しており、短期

的に必要な運営資金の調達は可能な状況です。また長期借入金については、事業計画に基づく資金需要、金利動

向等の調達環境、既存借入金の償還時期等を勘案し、調達規模、調達手段を適宜判断して実施しています。一

方、資金調達コストの低減のため、売上債権の圧縮等にも取り組んでいます。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,800,000

計 7,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,260,000 2,260,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,260,000 2,260,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年４月１日

～

2024年９月30日

－ 2,260,000 － 1,712,500 － 1,341,130
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

守谷商会従業員持株会 長野市南千歳町878番地 195,792 9.00

一般財団法人守谷奨学財団 長野市南千歳一丁目３番12号 192,200 8.83

守谷商会取引先持株会 長野市南千歳町878番地 171,200 7.87

株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

長野市中御所岡田178番地８号

（東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ）

108,700 4.99

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 93,606 4.30

山根　敏郎 長野市 80,000 3.68

守谷　晶子 長野市 77,120 3.54

守谷　堯夫 長野市 62,000 2.85

守谷　ソノ 長野市 50,400 2.32

八十二キャピタル株式会社 長野市南長野南石堂町1282番地11号 47,114 2.16

計 － 1,078,132 49.54

　（注）上記のほか、当社所有の自己株式が83,560株あります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 83,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,174,500 21,745 －

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数  2,260,000 － －

総株主の議決権  － 21,745 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

1,000株及び10個含まれています。
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②【自己株式等】

 

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会 長野市南千歳町878番地 83,500 － 83,500 3.69

計 － 83,500 － 83,500 3.69

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社守谷商会(E00251)

半期報告書

 7/20



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 6,748,788 8,723,266

受取手形・完成工事未収入金等 12,649,115 10,619,196

販売用不動産 42,747 42,747

未成工事支出金 144,692 126,981

不動産事業支出金 2,838,462 3,173,718

その他 867,956 169,855

貸倒引当金 △1,060 △154

流動資産合計 23,290,703 22,855,611

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,108,589 2,106,950

その他 1,559,014 1,602,745

有形固定資産合計 3,667,604 3,709,696

無形固定資産   

のれん 5,133 －

その他 42,321 39,308

無形固定資産合計 47,455 39,308

投資その他の資産   

その他 3,612,225 3,593,548

貸倒引当金 △29,100 △29,100

投資その他の資産合計 3,583,125 3,564,448

固定資産合計 7,298,184 7,313,453

資産合計 30,588,887 30,169,064

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 10,081,133 9,463,342

短期借入金 800,000 800,000

未払法人税等 603,350 363,842

未成工事受入金 1,868,195 3,020,621

不動産事業受入金 20,012 64,259

賞与引当金 158,440 184,741

完成工事補償引当金 64,134 39,772

その他 1,709,490 551,990

流動負債合計 15,304,757 14,488,570

固定負債   

退職給付に係る負債 795,470 816,460

その他 40,864 43,678

固定負債合計 836,334 860,138

負債合計 16,141,092 15,348,709
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,382,710 1,391,014

利益剰余金 11,165,664 11,592,054

自己株式 △145,222 △164,709

株主資本合計 14,115,651 14,530,859

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 333,394 290,283

退職給付に係る調整累計額 △1,250 △787

その他の包括利益累計額合計 332,143 289,496

純資産合計 14,447,795 14,820,355

負債純資産合計 30,588,887 30,169,064
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 20,372,664 21,580,806

売上原価 18,095,078 19,502,847

売上総利益 2,277,586 2,077,958

販売費及び一般管理費 ※ 1,138,077 ※ 1,217,006

営業利益 1,139,509 860,951

営業外収益   

受取利息 296 482

受取配当金 13,619 15,455

受取賃貸料 14,872 13,966

受取保険金 － 19,577

その他 7,809 15,213

営業外収益合計 36,597 64,695

営業外費用   

支払利息 6,734 5,666

固定資産除却損 0 0

その他 － 486

営業外費用合計 6,734 6,153

経常利益 1,169,372 919,493

特別利益   

固定資産売却益 13,972 －

特別利益合計 13,972 －

特別損失   

減損損失 － 5,074

特別損失合計 － 5,074

税金等調整前中間純利益 1,183,344 914,419

法人税、住民税及び事業税 292,831 356,943

法人税等調整額 45,848 △43,800

法人税等合計 338,679 313,142

中間純利益 844,664 601,276

親会社株主に帰属する中間純利益 844,664 601,276
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 844,664 601,276

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 92,872 △43,111

退職給付に係る調整額 2,325 463

その他の包括利益合計 95,197 △42,647

中間包括利益 939,862 558,629

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 939,862 558,629

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,183,344 914,419

減価償却費 83,754 87,031

のれん償却額 7,700 5,133

貸倒引当金の増減額（△は減少） △163 △905

賞与引当金の増減額（△は減少） 25,096 26,300

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △3,892 △24,362

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 10,741 20,989

受取利息及び受取配当金 △13,915 △15,938

支払利息 6,734 5,666

固定資産売却損益（△は益） △13,972 －

固定資産除却損 0 0

減損損失 － 5,074

投資有価証券売却損益（△は益） △2,189 △5,047

売上債権の増減額（△は増加） 4,511,722 2,029,918

未成工事支出金の増減額（△は増加） 62,020 17,711

不動産事業支出金の増減額（△は増加） △18,768 △335,255

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,545,880 －

仕入債務の増減額（△は減少） △6,000,283 △617,790

未成工事受入金の増減額（△は減少） △694,575 1,152,425

不動産事業受入金の増減額（△は減少） 23,786 44,247

未払消費税等の増減額（△は減少） △553,655 △250,004

その他 589,949 △233,780

小計 749,316 2,825,832

利息及び配当金の受取額 13,858 15,877

利息の支払額 △6,337 △5,259

法人税等の支払額 △132,862 △558,139

営業活動によるキャッシュ・フロー 623,975 2,278,311

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △262,044 △183,346

有形固定資産の取得による支出 △31,181 △124,409

有形固定資産の売却による収入 16,461 15,696

無形固定資産の取得による支出 △3,799 △1,759

投資有価証券の取得による支出 △7,657 △11,953

投資有価証券の売却による収入 8,564 13,220

投資不動産の取得による支出 △985,109 －

貸付けによる支出 △51 △600

貸付金の回収による収入 193 －

その他 △4,776 10,179

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,269,400 △282,973

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △2,870 △2,679

自己株式の取得による支出 － △27,287

配当金の支払額 △153,273 △174,240

財務活動によるキャッシュ・フロー △156,143 △204,207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △801,569 1,791,131

現金及び現金同等物の期首残高 8,534,914 5,029,579

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,733,345 ※ 6,820,710
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

役員報酬 114,116千円 120,741千円

従業員給料手当 385,277 414,627

賞与引当金繰入額 59,007 65,445

退職給付費用 21,576 18,567

貸倒引当金繰入額 △163 △905

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金預金勘定 9,541,134千円 8,723,266千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金・定期積金 △1,807,788 △1,902,556

現金及び現金同等物 7,733,345 6,820,710

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 153,321 70.00 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 174,335 80.00 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
13,771,861 3,887,463 2,713,340 20,372,664 － 20,372,664

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 393,695 － 393,695 △393,695 －

計 13,771,861 4,281,158 2,713,340 20,766,359 △393,695 20,372,664

セグメント利益

又は損失（△）
793,851 230,168 880,613 1,904,633 △765,123 1,139,509

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△765,123千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
17,319,154 3,665,622 596,028 21,580,806 － 21,580,806

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

136 249,887 － 250,024 △250,024 －

計 17,319,291 3,915,510 596,028 21,830,830 △250,024 21,580,806

セグメント利益

又は損失（△）
1,462,851 209,311 △1,469 1,670,692 △809,740 860,951

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△809,740千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（収益認識関係）

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 建築事業 土木事業 不動産事業

売上高     

一時点で移転される財 924,118 221,871 2,713,340 3,859,330

一定の期間にわたり移転
される財

12,847,742 3,665,591 － 16,513,334

顧客との契約から生じる

収益
13,771,861 3,887,463 2,713,340 20,372,664

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 13,771,861 3,887,463 2,713,340 20,372,664

 

当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 建築事業 土木事業 不動産事業

売上高     

一時点で移転される財 838,038 274,934 596,028 1,709,002

一定の期間にわたり移転
される財

16,481,116 3,390,687 － 19,871,804

顧客との契約から生じる

収益
17,319,154 3,665,622 596,028 21,580,806

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 17,319,154 3,665,622 596,028 21,580,806

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 385円16銭 276円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 844,664 601,276

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
844,664 601,276

普通株式の期中平均株式数（株） 2,193,034 2,176,078

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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（重要な後発事象）

取得による企業結合

当社は、2024年11月８日開催の取締役会において、未来ネットワーク株式会社の株式を取得し、子会社化することについ

て決議し、2024年11月８日に株式を取得しています。

（１）取得の目的

　　　当社グループのラインナップの充実及び事業領域の拡大並びに収益向上を目的としています。

（２）株式取得の相手の名称

　　　被取得企業の株主

（３）買収する相手会社の名称、事業の内容、規模

　　　①被取得企業の名称　未来ネットワーク株式会社

　　　②事業の内容　ユニットハウス全般に係る製造・設計・企画・技術コンサルタント

　　　③資本金の額　15百万円

（４）株式取得の時期

　　　2024年11月８日

（５）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

　　　①取得する株式の数　300株

　　　②取得価額　取得価額は双方の秘密保持契約により非開示といたします。

　　　③取得後の持分比率　100％

（６）支払資金の調達方法及び支払方法

　　　自己資金により充当

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 長野事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢　野　　浩　一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 朽　木　　利　宏

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷商会

の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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